























































































を辿り、その規模は 13年度の 89兆 3,071億円か


















































































































































































































































































































































































































































23年度の 151／ 179から 28年度の 114／ 179に
改善されている。その結果、歳出特別枠とも相まっ
て、基金造成の余地が生じたと考えられる。
　図 5は、平成 28年度における実質収支＋財政
調整基金（1年間の資金収支）の標準財政規模に
対する割合と、23年度から 28年度の間にどの程
度改善したかを、それぞれ人口規模に相関させた
ものである。右図で、財政調整基金の規模が縮小
した団体もあるが、それは財政状況の悪化を示し
ているとまでは必ずしもいえない。庁舎建設など
の際に、財政調整基金を取り崩すことがあるから
である。1年間の資金収支は、人口に逆相関して
おり、小規模な団体ほど水準が高く、改善度でも
小規模団体の方が改善されている団体が多いこと
を図 5は示している。
　一方、北海道内の市町村では、ふるさと納税で
多額の寄附金を集めている団体が含まれている。
平成 28年度で、標準財政規模に対する寄附額が
10％を超えているのは 16市町村（うち根室市の
みが市であり残りは町村）、全体の 1割弱であり、
少数の自治体に集中しているといえる。図 6では、
左図で人口規模との相関を示している。対数表示
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北海道市町村と中札内村の経済と財政
で 4.5は、人口 3.2万人程度を示しているが、そ
れを超えると標準財政規模に対する割合でみたふ
るさと納税の寄附額は低い水準に止まっている。
また、人口規模が小さくてもふるさと納税の寄附
額が小さい自治体も多く、小規模町村でふるさと
納税の寄附額の大きな団体が散在しているとはい
えるが、人口との相関は基本的にない。
　一方、右図で、ふるさと納税と財政調整基金と
の相関を示している。総務省が基金について行っ
た調査（「地方公共団体の基金の積立状況等に関
する調査結果のポイント及び分析」、平成 29年 11
月）によると、ふるさと納税を財源とする基金の
積立についても言及しており、「平成 28年度末に
おいてふるさと納税を財源に基金に積み立てられ
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ていた額は、把握できたもので 1,987億円（1,207
団体）であった」「ふるさと納税については、受
け入れた年度に活用した残額を基金に積み立てた
上で、翌年度又は翌年度以降に取り崩して活用す
るのが、一般的な運用である」としている。その
場合、ふるさと納税による積立金は、基本的に
特定目的基金による場合が大きいと考えられるの
で、財政調整基金の増減に結びつかないことは十
分にあり得る。右図では、ふるさと納税の寄附額
と、財政調整基金の相関は、むしろ逆相関である
とさえいえる。
　そのほか、図としては示さないが、ふるさと納
税の寄附金の額が財政逼迫度に応じているかどう
かをみるために実質公債費比率との相関を調べて
も明確な相関関係は確認できなかった。財政力指
数との相関はややあるようにみえるが、それもふ
るさと納税の寄附額が大きな団体は相対的に財政
力指数が低い傾向はあるものの、逆は真ならずで
あって、財政力指数が低くても寄附額の実績がほ
とんどない団体は少なくない。
　以上のように、ふるさと納税は、人口の少ない、
あるいは財政力の弱い団体の一部で、特産品に恵
まれているなどの条件があれば財源獲得手段とし
て機能しているが、そのような条件が整っていな
い団体では実績は振るわない。また、都市部の財
政力が強い、あるいは人口が大きな団体では、財
源調達手段としては、実績があがっていない。現
状では、ふるさと納税は、小規模団体を中心に、
そのなかでも一部の団体のみにメリットを与える
制度といわざるを得ない。
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　旧著で触れたように、中札内村は、帯広市との
合併協議はしたものの、住民投票で合併反対が多
かったこともあって、平成の合併は見送るかたち
となった。非合併団体は、合併団体に比べて財政
面では不利であるが、それでも健全な財政運営を
保ってきている。
　図 4は、公債費・準公債費と留保財源を比較し
たものだが、財政力指数が 0.3程度であるのに対
して、平成 23年度で実質公債費比率は 8.9％と十
分低く、28年度ではさらに 4.9％まで下がってい
たので、どちらの年度でも留保財源は公債費・準
公債費を上回っており、健全な状態にある。
　また、財政調整基金の標準財政規模に対する割
合は、平成 28年度で 57.2％であり、全道市町村
中の 20番目である。もっとも、平成 23年度から
28年度の改善ポイントは 3ポイント程度であり、
23年度の段階ですでに高い状態にあって、急激に
基金を造成したわけではない。
　このようなことから、中札内村は、平成 23年
度の時点ですでに良好であり、28年度でもそれを
持続させている。むしろ、平成 23年度から 28年
度の間で、実質公債費比率が低下するなかで、基
金がそれほど増えていないということは、デフレ
体質に陥ることなく、事業の積極的な執行を行っ
たということでもある。なお、ふるさと納税の寄
附額の標準財政規模に対する比率はわずかに0.6％
であり、寄附受入額はきわめて小さい。
　表 1は、中札内村の主な財政指標を示したもの
である。財政力指数こそ低下傾向にあるが、経常
収支比率も実質公債費比率も低く、将来負担比率
はマイナスを示している。全期間を通じて、良好
な財政状況を維持しているといえる。
　中札内村は、昭和 50年代に財政悪化の時期を
迎えている。そのため、健全な財政運営に努め
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北海道市町村と中札内村の経済と財政
る気風が定着していた。他の団体が実質公債費比
率を引き上げるような起債をしていくなかにあっ
ても慎重な姿勢を維持してきた。平成の合併を見
送ったこともあって、健全財政を維持することに
心がけてきたといえる。裏返せば、それほど規模
の大きな事業は展開されず、淡々と行政運営がさ
れてきたともいえる。
　中札内村の特徴は、図 2の説明においても述べ
たように、人口が減らないことである。十勝地方
を代表する農業地域である中札内村では、農家あ
たりの耕地面積が広く収量が大きいだけではな
く、JA中札内村では冷凍枝豆などでめざましい成
果をあげており、農家の世帯収入が他の地域を圧
倒する高さを誇っていることもあり、農家では後
継者不足の声をほとんど聞かない。むしろ農地を
拡げたいという声さえ聞こえるほどである。基盤
産業である農業がしっかりし、そこで世代交代が
順調に進む限り、関連産業も含めて地域の雇用力
は保たれ、人口が急減することはない。
　冷凍枝豆のほか、鶏肉や卵などで、道内で高い
ブランド力を誇っていることもあって、道の駅な
かさつないは、常に活況を誇っている。旅行サイ
ト「トリップアドバイザー」における「旅好きが
選ぶ！道の駅ランキング 2017」では全国 16位、
2018では全国 20位に選ばれている（全道ではニ
セコ町が毎年のように高い評価を受け、2018年の
ランキングでは 2位、3位に千歳市、19位に喜茂
別町）。製菓メーカーの六花亭が、「中札内美術村」
や「六花の森」を展開することもあって、中札内
村は、道内でも知名度が高く、賑わいのある村で
ある。
　旧著から 10年間を経過したが、その間に、中
札内村は、農業と観光が好調であることに支えら
れ、人口規模を維持してきた。農業の一層の市場
開放の動きがあるなかで、現在の農業政策の枠組
みが崩れることに対する脅威はあるものの、国内
では無類の農業生産性を誇っている。道内を見渡
せば、ニセコ町と並んで、これほど力のある地域
も数少ない。財政面でも無理がなく、ふるさと納
税に頼ることもなく、徒に基金を積み上げるよう
なデフレの構造にも陥っていない。
　あえて課題をあげるとすれば、それは旧著の時
点と変わらない構造ではあるが、農業は農家と
JA、観光は六花亭が主導するものであって、村が
主導しているわけではないことである。それゆえ
に、村役場に求心力が働き、そこに村民の力が集
約され、住民間の横のつながりの強さを感じるこ
とはあまりない。地域づくりにおける役場のリー
ダーシップと住民力の強化という課題は、依然と
して、持ち越されている。十勝地方にあるわが国
でも有数の美しい村である中札内村であるが、そ
こに構造的な危機が襲ったときに、この地域とし
てそれを跳ね返す力を持つためにも、村の求心力
を働かせる取組みを続けてほしい。
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